


【業績ハイライト（第1四半期）】 
 

  営業収益：3,806億円（前年差+252億円 / 伸率＋7.1％）  

  営業利益：     95億円   (前年差+195億円 )  

  
《デリバリー事業》 
 
・ 収益力回復と集配キャパシティ拡大を両立させるべく、プライシングの適正化を継続するとともに、 
  集配体制の強化など、ラストワンマイルネットワークの再構築を推進 
 
・ 改革に係る費用が増加する中、宅急便単価が上昇したことなどにより、業績は堅調に推移 

   《ノンデリバリー事業》 
 
    BIZ-ロジ        EC事業者様向けの既存サービスが好調に推移したほか、業界別ソリューション提供が 
                  進展したものの、事業成長に向けた費用が先行したことなどにより増収減益 
                     
    ホームコンビニエンス   「らくらく家財宅急便」や、「快適生活サポートサービス」等の取扱いが好調に推移した 
                  ものの、法人のお客様に提供している引越サービスにおいて不適切な請求があったため、  
                  調査結果を踏まえた見積り影響額（31億円）を織り込んだことなどにより減収減益 

 
    e-ビジネス       宅急便取扱数量減少に伴う、お客様のシステム処理件数減少の影響などがあったものの、 
                  利益率が高い既存サービスの取扱いが堅調に推移し減収増益  
   
    フィナンシャル      「クロネコwebコレクト」や「クロネコ代金後払いサービス」の利用が増加しているものの、 
                 決済ニーズの変化による代引き市場の縮小などに伴い、「宅急便コレクト」の取扱いが 
                 減少したことなどにより減収減益 

 
    オートワークス     車両機器の販売などが伸び悩んだものの、モノづくりメーカーの生産方式を取り入れた 
                 業務の標準化や見える化などの業務プロセス効率化が進展したことなどにより減収増益                                        



【連結営業収益増減分析（第1四半期）】 
  ① デリバリー事業（増収） 
     増収 ： 宅急便 取扱数量 ▲ 7.2％     単価 ＋19.3％ 
    減収 ： クロネコDM便 取扱数量 ▲11.6％    単価 ＋ 3.6％ 
 
  ② BIZ-ロジ事業（増収） 
     増収 ：メディカル事業や貿易物流において既存顧客の取扱いが拡大 
          
 
  ③ ホームコンビニエンス事業（減収） 
    増収 ：「らくらく家財宅急便」や「快適生活サポートサービス」のご利用が好調に推移 
    減収 ：法人のお客様向けに提供している引越サービスにおいて不適切な請求があったため、 
          調査結果を踏まえた見積り影響額を反映 
        
  ④ e-ビジネス事業（減収） 
      減収 ：宅急便取扱数量減少に伴い、お客様のシステム処理件数が減少 

               
  ⑤ フィナンシャル事業（減収） 
    減収 ： 代引き市場の縮小などにより、ペイメント事業における「宅急便コレクト」の取扱いが減少 
 
  ⑥ オートワークス事業（減収） 
      増収 ： 車両整備の取扱拡大 
    減収 ： 車両機器販売の伸び悩み 



【宅急便動向（第1四半期）】 
 
取扱数量  前期比 ▲ 7.2％      
単価     前期比  ＋19.3％      
 

 



【クロネコDM便動向（第1四半期）】  

 

取扱数量  前期比 ▲11.6％     

単価         前期比  ＋ 3.6％     

 



【海外宅急便動向（第1四半期）】 
 
  ・ 不採算取引の見直し等により数量は減少 
 
  ・ コールドチェーンを武器に、高付加価値なクロスボーダープラットフォームの構築を推進 

 

  

 

 

 

 



【連結営業費用増減分析（第1四半期）】 
 
  ① 営業収益が前期差＋7.1％に対し、営業費用は＋1.5％ 
 
  ② コスト環境 
 
   ⅰ）集配体制の強化を進めたことなどにより人件費増加 +10億 
  
   ⅱ）事業構造改革に係る先行費用として、その他経費「施設使用料」増加 ＋14億 
    
   ⅲ）燃料単価上昇により燃料油脂費が前期差 +4億  
 
    ⅳ）BIZ－ロジ事業への事業移管に伴い、一部に費用科目の変更が発生      



【連結営業費用総括表（第1四半期）】 

   営業費用は増加（前期比+1.5%） 

   宅急便取扱数量の減少（前期比▲7.2%）に伴い、委託費は減少したものの、集配体制の強化を 

   進めたことで人件費が増加 

 

  ① 人件費： 前期差+10億（+0.6%）  

    

     「社員給料」：前期差+54億（+4.2%） 
        ・第1四半期の社員数は前期差＋5.2％（フルタイマー＋2.1％、パートタイマー＋7.7％） 

 

     「その他」：前期差▲43億（▲6.7%） 

    
 

  ② 下払経費：前期差+22億（+1.5%）  

    

     「委託費」 ：前期差▲6億（▲1.0%） 

    

     「傭車費」 ：前期差＋5億（＋1.1%） 

     → 宅急便取扱数量は減少傾向だが、傭車単価上昇等により増加 
     

 

  ③ 車両費：前期差+6億（+6.0%） 
     →主に燃料単価の上昇により燃料油脂費が増加（+4億、+9.3%）          

 

  ④ その他経費：前期差+16億（+2.1%） 

        →施設使用料 ：＋14億 

        →減価償却費 ：+  4億 





【連結業績予想】 

 

    ・大口法人顧客を中心に、プライシングの適正化を継続 

    ・ 「働き方改革」や事業構造改革を推進し、改革費用は増加 

    ・ヤマトホームコンビニエンス株式会社の不適切な請求に係る影響を織り込む 

          (通期：連結営業収益95億円、連結営業利益60億円） 

          

      

    ☞今後も、「働き方改革」を経営の中心に据え、社会的インフラとして使命を果たしつつ、 

      将来に亘って成長を続ける企業であるために、 

      サービスをご利用いただいているお客様、株主の皆様、関係者の皆様からの信頼回復に、 

           全社を挙げて取り組んでまいります。 

 
    



【連結業績予想（セグメント別内訳）】 

（期首予想との差） 

 

  ① 営業収益 

   →デリバリー事業：「デリバリー事業の構造改革」の進展により、宅急便取扱数量＋26,500千個 

               ※宅急便単価、クロネコDM便（数量・単価）は、前回予想から変更なし 

   →BIZ-ロジ事業：アカウントマネジメントによるソリューション営業の進展＋50億円 

   →ホームコンビニエンス事業：不適切な請求に係る影響を織り込む▲90億円 

 

 
  ② 営業利益 

   →デリバリー事業：プライシングの適正化が浸透 ＋90億円 

   →ホームコンビニエンス事業：不適切な請求に係る影響を織り込む ▲60億円 

 



【連結業績予想（営業費用内訳）】 
 
 ①営業費用全体：前回予想+120億、+0.8%（対前年+508億、+3.4%） 
 
 ②前回予想からの主な変更点 

   「人件費」：全体では前回予想から変更なし 

   ・社員給料：前回予想+40億、+0.7%、その他：前回予想▲40億、▲1.5% 

      →足元の状況を踏まえ変更 
 

   「下払経費」：前回予想+40億、+0.7% 

   ・委託費：前回予想+20億、+0.8% 

      →ノンデリバリー事業の増収に伴う作業委託の、足元の使用状況等を踏まえ増加 

      ・傭車費：前回予想+20億、+1.1% 

           →足元の状況を踏まえ、宅急便取扱数量の予想を増加させたことや、傭車単価の上昇 

        を見込む 
 

     「車両費」：前回予想+20億、+4.4% 

      →燃料単価の上昇等により燃料油脂費が増加 
 

   「その他経費」：前回予想▲10億、▲0.3% 

       ・減価償却費：前回予想▲30億、▲5.5% 

      →足元の状況踏まえ変更 
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